



（PPP/PFI）のすすめ（令和 2 年度版）」に基づけば , 日本の社会資本施設の老朽化は水道
事業部門だけではなく , 様々な部門でも深刻な問題となっている。2033 年 3 月には道路橋
の約 63%, 河川管理施設の約 62%, 港湾岸壁の約 58%, トンネルの約 42%, 下水道管きょの約
21% が建設後 50 年以上経過する社会資本となると言う見解を国土交通省は示している 2）。
水道事業も同じように , 施設や管路の老朽化という課題がある。
厚生労働省「インフラ長寿命化計画（行動計画）（平成 27 から 32 年度）」では , 水道資産
の約７割を占める管路施設が更新されておらず , 水道施設の更新には多大な費用と時間を要
すると言う見解を示している 3）。また , 厚生労働省「新水道ビジョン推進のための地域懇談
会（第 10 回）」でも管路の老朽化の現状と課題が報告されており , 水道管路の更新も進んで















1） 本稿は 17 連 261「水インフラ整備更新の課題と展望」の研究助成を受けた成果の一部である。もっ
とも , 当然ではあるが本稿における誤りは全て著者にある。
2） 国土交通省「官民連携事業（PPP ／ PFI）のすすめ」, 2 頁を参照。
3） 厚生労働省「インフラ長寿命化計画（行動計画）（平成 27 から 32 年度）」, 2-3 頁を参照。




しかし , 現実の水道事業は人口減少社会に伴う料金収入による財源徴収が難しく , 更新費
用を賄う手段があまり無い状態である。水道事業は建設改良を中心としたハードな災害対
策と言うよりむしろ , マンパワーを伴うソフトな災害対策が重要となっている。ところが ,
マンパワーの不足により , 危機管理としてのマニュアル策定や防災訓練の実施が十分でない
水道事業体も幾つか存在している。したがって , 危機管理マニュアルの策定や防災訓練の実
施は地域間や地域内だけでなく , 各々の災害事象を想定したマニュアル , あるいは訓練項目
内でも格差が生じてしまうことになる。







着目して分析を行う。具体的には , 危機管理マニュアルや防災訓練の地域間と地域内格差 ,
さらには各災害事象の項目別の格差について , タイル尺度の計測結果から議論する。従来の
研究では井上［1997］, 田代［2016］［2020a］等を中心に , 水道事業の様々な格差を議論す
る場合 , 水道料金 , 水道のマンパワー , 水道インフラ , 水道財政の格差を対象にしたものが多
く , これらの格差は地理的 , あるいは人口的要因に左右される部分が大きい。それに対して ,
危機管理マニュアルの策定や防災訓練は , 地理的 , あるいは人口的要因と無関係に実施され
なければならない。
また , 水道事業の危機管理マニュアル策定や防災訓練は , 自治体の「地域防災計画」に基
づく危機管理に含まれてしまう可能性が高いため , 応急給水・応急復旧計画の策定に比べて ,
策定や実施が進んでいない地域が多いように思える。結果として , 水道事業における危機管
理マニュアル策定状況と防災訓練の実施回数に関する様々な格差は是正が難しく , 時系列で
















に対して , 水道事業の広域化は規模の経済や範囲の経済だけでなく , 災害時のリスクプール
を行ううえでも提案されているように思える。
本章では水道事業の主要な問題と今後の方向性を踏まえて , まずは経営状況を概観しなが
ら , 危機管理の必要性について考えてみよう。水道事業の主な収入源は営業収入 , 営業外収





図表 1 から平成 21 年度に比べると , より最近では水道事業の営業収入は大きく減少して
いるのが分かる。とりわけ , 料金収入を含む給水収益は人口減少の影響を強く受けている。
出所：日本水道協会編『水道統計（平成 21 から 30 年度）』より作成。
給水収益 受託工事収益 その他営業収益
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平成 26 年度の『水道統計』に基づくと , 営業収益の減少を補う形で営業外収益 , 特に , 長期









結果として , 水道事業体は企業統合を繰り返し , 広域化により規模の経済を発生させなが
ら , 経営の改善を図るようになった。水道事業体の多くが自己水団体ではなく , 受水団体と
なり , 受水費は末端給水事業の経営に大きな影響を及ぼすようになった。今後の水道事業は
広域化に伴う 1 人当たり固定費の減少と受水費の増加を比較しながら , 経営の改善と効率化
を図る必要があろう。
それ以外にも , 委託料のデータは平成 27 年度以降の『水道統計』から入手可能となるが ,
















したがって , 過疎地域の民間委託が進まない水道事業体 , もしくは地理的に広域化の難しい
水道事業体を中心に , 施設や管路の老朽化が進んでしまうのである。
厚生労働省が発表した「インフラ長寿命化計画（行動計画）（平成 27 から 32 年度）」や「新




水道施設や管路が必要であった。ただ , 人口減少社会になると , 以前に建設された水道事業
の施設や管路をあまり使用しないと言う現象が見られるようになり , 過剰投資の維持管理が
問題となった。過剰投資分の施設や管路の維持管理費用が嵩むことで , その分の更新や改良











平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
導水管 送水管 配水本管 配水支管
出所：図表 1 と同じ。
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ることが分かる。それに対して , 配水支管の老朽化は他の管路と比べると , それほどでもな
い。配水支管は容易に改修を行えることが可能である 5）ことから , 更新事業により耐震強




生する理由として , 個人情報条例が優先されるため , 市町村の各部署間での情報共有が妨げ
られ , 名簿作成が進まないだけでなく , 避難支援団体への情報提供が困難なことを挙げてい
る 7）。















後的なマンパワーに頼るしかないが , 水道事業者の職員数は年々減少し , マンパワーを頼り
に対策を進めるという計画が立てにくい」と熊谷［2016］は述べている 9）。とりわけ , 過疎
5） 厚生労働省「水道法改正の概要について」, 5 頁では平成 29 年度末において浄水施設は耐震化が進
んでいないものの , 配水池は単独での改修が比較的行いやすいため , 耐震化が進んでいることを示し
ている。
6） 内閣府「復旧・復興ハンドブック」,1-52 頁に基づくと , 被災後は災害復興への応急対応のため , 早
急に被災状況の把握が必要となる。その後 , ①応急対応 , ②二次災害の拡大防止 , ③法制度の適用 , ④
すまいと暮らしの再建等に関する調査が必要となる。被害査定を行った後 , 緊急の財政金融措置とな
る①緊急金融措置 , ②財政需要見込額の算定 , ③行政計画 , ④予算編成等も含めて , 様々な施策を考え
る必要がある。そのため , 被災後は管路の破損に伴う漏水箇所の把握を第一に行わなければならない
と考えられる。
7） 首藤他 ［2015］, 354-361 頁。
8） 厚生労働省「厚生労働省防災業務計画（平成 29 年 7 月）」, 19 頁。
9） 熊谷［2016］, 222-223 頁。
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られる 10）。水道事業の職員構成は技術職員をわずかに増やしながら , その一方で事務職員を
減らす傾向にある。今後は熟練技術の継承が災害対策を行ううえで大きな課題となる。新
潟県下にある A 市の水道事業体では「水道災害対策計画」の中で , 復旧業務フロー , 復旧の
優先順位 , 資器材の手配等を定めているものの , 技術管理者らの知識や経験により作業班で
相談 , 実践しながら復旧作業を進めていくケースが多く , 技術経験の伝達 , 人材育成が重要
となっている。
また , 同じ県内の B 市にある水道事業体でも「水道事業地震対策マニュアル」を策定し





























にも , 同じ県内の C 市にある水道事業体では , 平成 23 年度作成済の「応援要請・受け入れ
マニュアル」にある応急復旧の項目 , 応援の要請・受け入れ , 漏水調査 , 復旧工事等に基づ





の手引き」では , 水道事業の広域化が①事業統合：経営主体も事業も 1 つに統合された形態 ,
②経営の一体化：経営主体が 1 つだが , 認可上 , 事業は別の形態 , ③管理の一体化：維持管
理業務や総務系の事務処理などを共同実施あるいは共同委託により業務等を実施する形態 ,
④施設の共同化：危機管理対策等のソフト的な施策を含みながら , 取水場 , 浄水場 , 水質試
験センター , 緊急時連絡管などの共同施設を保有する形態という 4 段階を経ていると述べて
いる 11）。
広域化による施設の共同化は , 隣接の水道事業体 , あるいは外郭団体や OB と協定を締結
することを意味している。多くの水道事業体が人手不足にあるため , 災害時には様々な協定
を学ぶことによりリスクプールするのである。新潟県下にある水道事業体も広域連合によ
り , 災害のリスクをプールしている。今後は広域化に伴うリスクプールを通じて , 水道事業













11） 日本水道協会「水道広域化検討の手引き」, 16 頁。
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図表 5 から時系列でも県内にある隣接の水道事業体 , あるいは県外の水道事業体との協定
を減らす一方で , 応急復旧業者と協定を締結するケースが増えていることが分かる。そのう
えで , 各水道事業体は応急給水計画 , あるいは応急復旧計画の策定を行うことで災害時の復
旧を図ることになる 12）。
ところが , 現状では協定を結んでいた水道事業体や外郭団体・OB の連絡先等が管理出来
ていないため , 災害復旧が滞ってしまうと言う問題が頻繫にある。内閣府「災害時における
受援体制に関するガイドライン（仮称）の素案について」に基づくと , 担当者の移動 , 連絡
先の変更に対応できない等を理由に , 近隣自治体や外郭団体・OB と結んだ相互の応援協定










の危機管理マニュアルは『水道統計』に基づくと , ①地震 , ②洪水（雨天時）, ③設備事故 ,
④管路事故 , ⑤停電 , ⑥テロのみで構成されている。図表 6 には水道事業の危機管理マニュ
アル策定の構成に関する時系列的推移がまとめてある。
12） 応急給水とは災害や事故等により断水が発生した場合 , 緊急の水需要に対応するための臨時の給水
のことである。それに対して , 応急復旧とは通水回復に向けて実施する被災水道施設の修繕（復旧）
のことである（厚生労働省「危機管理対策マニュアル策定指針（共通編）」Ⅰ –2 からⅠ –3 頁）。事後
の災害対策のためには,最初に応急給水を確保することに力を注ぎ,充分な備えが出来るようになれば,
応急復旧計画を策定しなければならないであろう。ただ実際には , 水源に乏しい受水団体も多く , 応
急給水よりも応急復旧計画を優先させているところも幾つかある。しかし , より最近になっても応急
給水 , あるいは応急復旧計画の策定を行っていない水道事業体がある。日本水道協会がデータを公表
している『水道統計（平成 30 年度）』に基づけば , 1421 ある水道事業体のうち応急給水計画を策定し
ているのは約 59.27%, 応急復旧計画を策定しているのは約 53.76% であった。水道事業体は応急復旧の
目標期間も設定しなければならないが , 目標期間を設定しているのは全体の約 28.29% のみである。
13） 内閣府「災害時における受援体制に関するガイドライン（仮称）の素案について」, 53 頁。
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図表 6　危機管理マニュアル策定の構成に関する時系列的推移
図表 6 から水道事業の危機管理マニュアル策定は , 時系列でも地震対策や水質事故対策が




害は原形復旧を基準にして , 国や県からの補助金給付が認められている 14）。
より最近では , 東京オリンピック開催を考慮したテロ対策が若干増加しており , 各水道事
業体の危機管理意識が平成 21 年度に比べて , 変化しているように思える。公共施設の災害
対策は地震等による建物破壊を前提にしていたが , 水道事業は通常の公共施設とは異なり ,
建物被害以外の人的被害も防止するような危機管理も行わなければならない。テロ対策 , 渇
水対策 , 事業者の感染症対策はその典型的な例であると言えよう。
 「テロ対策マニュアル策定指針」では , テロに対して的確な対応を行うため , 計画的かつ
効率的な緊急措置 , 応急給水・応急復旧等の諸活動を実施するためのマニュアル策定を要請
している。具体的には , 応急対策の事前準備や施設の監視 , 毒薬物投入防止策を備えること ,













断水発生に伴う臨時給水 , 通水回復のための水道施設の修繕等をテロ対策に掲げている 15）。
 「今後さらに取り組むべき適応策（渇水）について」では , 水道用水では漏水防止対策が
進み , 有効率が向上されていること , さらには工業用水の回収率が向上していることが報告
されている。そのうえで , 今後取り組むべき適応策として , 取水制限の前倒し実施 , 渇水予
測技術の向上 , タイムラインに基づいた意思決定基準や連携手順を挙げている 16）。渇水対策





アル」の策定について , 中・小規模の水道事業体では少なく , また未策定の事業体からは作
成手法が分からないという意見があったことを厚生労働省は述べている 17）。そのため , 平
成 21 年 2 月一部改訂された厚生労働省の「水道事業者等における新型インフルエンザ対策
ガイドライン（改訂版）」では ,「優先事項として水道水の安定供給に最低限必要な業務（浄
水場の運転管理業務等）等を中心」という指針を示すようになった。ここでは新型インフ
ルエンザ対策の流行を様々な段階に分けて , 危機管理の具体的な内容をまとめている 18）。
しかし , 実際の事業者の感染症対策に関する内容は , 水道事業体によって非常に異なって
いる。たとえば , 平成 27 年 3 月千葉県酒々井町上下水道課が策定した「水道事業新型イン
フルエンザ対策行動計画」では , 国の対処方針や専門家の意見などを踏まえ , 毒性や感染の
広がり等を総合的に判断しながら , 柔軟な計画運用を行っている 19）。その一方で , 栃木県足
利市の水道事業新型インフルエンザ対策行動計画では , 浄水場等施設の運転管理・集中監視
業務に工務課の人員2名,水質の毎日検査に関する業務等,あるいは施設管理業務委託（夜間・
休日）に関する業務に人員 1 名 , 新型インフルエンザ対策業務に上下水道総務課の人員 1 名
を優先的に張り付けた内容となっている 20）。
東京都水道局では令和元年 11 月 26 日（火）に「東京都水道局の BCP ＜新型インフルエ
ンザ等編＞」の実効性を高めるために ,「海外発生時」を想定した訓練が行われている。具
体的には , 危機管理のための情報連絡体制や浄水場運転管理業務要員の確認だけでなく , 職
員の感染予防が実施されている 21）。都市部では事業者の対するマネジメントを行いながら ,
危機管理に対する意識を強めている。各水道事業体で多種多様な内容となる以上 , ⑧に関連
15） 厚生労働省「テロ対策マニュアル策定指針」, Ⅰ -1- Ⅱ -21 頁。
16） 厚生労働省「今後さらに取り組むべき適応策（渇水）について」, 16 頁。
17） 厚生労働省「新型インフルエンザ対策マニュアル策定指針」, 1 頁。
18） 厚生労働省「水道事業者等における新型インフルエンザ対策ガイドライン（改訂版）」, 8-19 頁。
19） 千葉県酒々井町上下水道課「水道事業新型インフルエンザ対策行動計画（事業継続計画書）」, 2 頁
20） 栃木県足利市「（資料 2）新型インフルエンザ流行時における業務継続計画」, 3 頁。







22） ここでは各都道府県下にある水道事業体の平均値を掲載しており , 後の図表 10 も同じである。
出所：日本水道協会編『水道統計（平成 30 年度）』より作成。
単位：数
都道府県名 地震 洪水（雨天時）水質事故 設備事故 管路事故 停電 テロ 渇水 都道府県名 地震
洪水
（雨天時）水質事故 設備事故 管路事故 停電 テロ 渇水
北海道 0.724 0.571 0.755 0.429 0.592 0.602 0.490 0.480 滋賀県 0.792 0.542 0.792 0.750 0.792 0.750 0.667 0.708
青森県 0.815 0.704 0.778 0.778 0.704 0.667 0.370 0.370 京都府 0.682 0.455 1.000 0.545 0.591 0.545 0.364 0.364
岩手県 0.604 0.495 0.532 0.532 0.495 0.458 0.292 0.292 大阪府 1.111 0.489 0.933 0.689 0.756 0.733 0.800 0.756
宮城県 0.600 0.371 0.400 0.314 0.343 0.457 0.314 0.257 兵庫県 1.021 0.646 0.917 0.417 0.542 0.458 0.521 0.521
秋田県 0.545 0.227 0.318 0.409 0.182 0.273 0.182 0.273 奈良県 0.433 0.200 0.367 0.200 0.300 0.333 0.267 0.433
山形県 0.848 0.545 0.758 0.545 0.667 0.485 0.576 0.515 和歌山県 0.379 0.207 0.172 0.138 0.172 0.172 0.138 0.207
福島県 0.610 0.341 0.585 0.366 0.341 0.415 0.415 0.341 鳥取県 0.583 0.333 0.667 0.250 0.250 0.167 0.250 0.083
茨城県 0.574 0.362 0.426 0.277 0.277 0.277 0.298 0.319 島根県 0.563 0.625 0.500 0.438 0.438 0.375 0.375 0.313
栃木県 0.640 0.360 0.400 0.320 0.280 0.520 0.360 0.480 岡山県 0.630 0.407 0.630 0.444 0.444 0.444 0.444 0.481
群馬県 0.946 0.446 0.964 0.500 0.571 0.571 0.643 0.696 広島県 0.814 0.502 0.734 0.446 0.502 0.480 0.476 0.488
埼玉県 1.082 0.347 0.980 0.612 0.571 0.939 0.816 0.857 山口県 1.063 1.000 1.000 0.625 0.688 0.875 0.938 0.875
千葉県 0.783 0.400 0.685 0.437 0.451 0.534 0.518 0.535 徳島県 0.444 0.167 0.222 0.222 0.278 0.222 0.167 0.222
東京都 0.833 0.500 3.000 5.667 0.667 6.000 0.833 0.500  香川県 1.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
神奈川県 1.500 0.950 0.950 0.800 0.750 0.750 0.800 0.600 愛媛県 0.710 0.645 0.613 0.548 0.548 0.516 0.387 0.581
新潟県 0.938 0.688 0.688 0.500 0.438 0.594 0.531 0.656 高知県 0.353 0.176 0.235 0.176 0.176 0.118 0.118 0.176
富山県 0.803 0.487 0.815 0.832 0.489 0.903 0.496 0.478 福岡県 0.482 0.321 0.821 0.554 0.339 0.500 0.375 0.500
石川県 0.667 0.267 0.733 0.467 0.400 0.533 0.400 0.467 佐賀県 0.576 0.430 0.775 0.597 0.437 0.509 0.404 0.526
福井県 0.529 0.471 0.412 0.353 0.235 0.294 0.176 0.294 長崎県 0.591 0.227 1.273 1.364 0.591 0.364 0.500 0.636
山梨県 0.500 0.278 0.389 0.222 0.222 0.278 0.278 0.222 熊本県 0.400 0.367 0.500 0.433 0.400 0.433 0.300 0.267
長野県 0.600 0.369 0.692 0.354 0.369 0.354 0.215 0.308 大分県 0.529 0.353 0.529 0.353 0.353 0.353 0.235 0.235
岐阜県 0.500 0.250 0.325 0.375 0.375 0.300 0.225 0.250 宮崎県 1.200 0.800 0.650 0.550 0.600 0.450 0.450 0.400
静岡県 0.732 0.244 0.488 0.390 0.390 0.439 0.415 0.293 鹿児島県 0.412 0.353 0.412 0.235 0.353 0.324 0.176 0.147
愛知県 1.227 0.455 0.932 0.614 0.500 0.591 0.705 0.909 沖縄県 0.704 0.308 0.667 0.538 0.593 0.630 0.519 0.593
三重県 0.742 0.323 0.677 0.516 0.516 0.387 0.452 0.419 全国平均 0.764 0.435 0.737 0.692 0.451 0.734 0.450 0.451
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図表 7 から全国平均で考えると , 地震対策マニュアルの策定数が最も多く , 水質事故 , 停
電 , 設備事故対策がそれに続いているのが分かる。水道事業の危機管理は地震対策が中心で
あり , 特に , 香川県では平成 30 年 4 月に創設された広域水道企業団のみが水供給サービス
を行っており , 地震対策以外のマニュアル策定を行っていない 23）。また , 地震対策マニュア
ル策定数が最も少ない和歌山県でも平均で 0.379 となっており , 他の危機管理項目を大きく
上回っている。熊谷［2016］は「水道事業において地震対策はそれだけで十分大きなテー
マであり , これをきちんとしておくことで , 他の危機管理にも対応できる 24）」と主張している。
それに対して , 水質事故 , 停電 , 設備事故対策のマニュアル策定数が多いのは , 東京都にあ
る水道事業体の影響を強く受けているためであると考えられる。東京都では水質事故 , 停電 ,






23） 日本水道協会編『水道統計（平成 30 年度）』を参照。








平成 21 年度では地震対策以外の災害 , 施設事故や水質事故対策もある程度は行っていた
が , より最近の平成 30 年度では「地震対策」と「その他の災害」に対する防災訓練がほと





46.20% が防災訓練の参加割合が高く , 避難所での生活を希望している者は防災訓練の参加






ついて , 組織と責任区分及び担当業務を定めているものもある。したがって , 各自治体の防
災訓練が水道事業の防災訓練も兼ねて行っている可能性がある。
 「地域防災計画」とは各地方自治体（都道府県や市町村）の長が , それぞれの防災会議に
諮り , 災害発生時の応急対策や復旧など災害にかかわる事務 , 業務に関して総合的に定める
計画のことである 27）。総合的に定める計画となる以上 ,「地域防災計画」には地震 , 津波 ,
土砂災害 , 風水害等も含めて , 様々な自然災害に対する備えが掲載されている。このことは
「地域防災計画」が災害対策基本法第 2 条第 1 項に基づき作成されているためであり , 災害
対策基本法における災害の定義が様々な自然災害を含んでいることが原因であると考えら
れよう。したがって ,「地域防災計画」に含まれない危機管理 , たとえば , テロ対策としての
不審者の侵入等に対しては,十分な対応が行えない可能性がある。図表9には防災訓練を行っ
ている水道事業体の割合の時系列的変化がまとめてある。
25） 内閣府「平成 29 年度予算案・税制改正概要（内閣府防災担当）」, 1 頁。
26） 京田他［2015］, 93-100 頁。
27） 木下［2018］, 150 頁。
77水道事業の危機管理に関する考察
図表 9　防災訓練を行っている水道事業体の割合の時系列的変化
図表 9 から防災訓練を行っている水道事業体の割合は , 時系列で徐々に増えているのが分
かる。もっとも , 半数近くの水道事業体がまだ防災訓練を行っておらず , 危機管理意識が強
まってはいるものの , マンパワーが不足していると予測される。マンパワーが不足するこ
とで , 各水道事業体は市町村の災害対策に委ねるしかない状況がうかがえる 28）。したがっ


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図表 10 で防災訓練実施回数が 0.000 となるのは , 県内で全水道事業体が当該項目に関す
る防災訓練を行っていないことを意味している。全国平均では地震対策の防災訓練がメイ
ンであり ,「その他」の防災訓練がそれに続いている。たとえば , 東京都水道局では令和 2
年 7 月 11 日東京南部直下型地震を想定した防災訓練が , 局職員約 1200 名対策連携団体社員
約 640 名の参加により行われている 29）。人口が密集している都市部では , 地震対策の危機管
理意識が強く , 防災訓練を積極的に行っている。
 「その他」では地域特有の防災訓練を地理的環境 , あるいは都市化の状況を踏まえながら ,
防災訓練を行っているものと考えられよう。より最近では , 東京オリンピック開催を受けて ,
危機管理マニュアルの策定と同様に , 不審者の侵入への対応を含む「その他」の訓練が増え
ているものと考えられる。「東京水道危機対応力強化計画 2020」に基づくと , 自然災害とテ













ように , 危機管理マニュアルの策定状況は都道府県等の地域間で異なるだけでなく , 地域内
でも人口規模が異なることから様々な格差が生じる。図表 11 では危機管理マニュアル策定
に関する地域間と地域内格差をタイル尺度により計測している。
29） 東京都水道局「令和 2 年度東京都水道局休日発災対応訓練の実施について」, 1 頁。
30） 東京都水道局「東京水道危機対応力強化計画 2020」, 1 頁。



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































32） 厚生労働省「渇水対策マニュアル策定指針」, Ⅰ－ 14 頁。
33） 国土交通省「令和 3 年渇水状況について（2 月 9 日現在）」, 1 頁。
平成 30 年度の香川県の地域内格差と寄与度が 0.000 と小さくなっているのは , 香川県下
の水道事業体が香川県広域水道企業団のみであることが原因である。図表 11 から危機管理
マニュアルの策定に関する格差 , タイル尺度は平成 21 年度以降 , 明らかに小さくなってい
ることが分かる。平成 26 年度以降 , 地域間格差が縮小拡大の変化を示している状況を考え









都道府県別で地域内格差を比べてみると , 平成 21 年度では長崎県が 2.092 と非常に大き
かったが , 平成 30 年度では高知県が 1.312 と最も大きくなっている。各地域の主水源が異
なることで危機管理マニュアル策定の地域内格差が生じているものと考えられる。たとえ




から , 渇水対策についてはある程度の温度差があるように思える 32）。
愛媛県や沖縄県の水道事業体にヒアリング調査してみると , ダムが主水源であることから
水不足により企業誘致や観光事業が十分に行えない事例も報告されている。「令和 3 年渇水
状況について（2 月 9 日現在）」に基づくと , 国管河川で渇水対策支部を設置している河川





藤・今村［2018］は 2016 年 8 月に発生した福島県亘理町での自然災害を分析対象にして ,




それ以外にも , 溝端［2016］は大阪府貝塚市を対象にして , 農地防災機能の検証を行って




察しており , 消火栓の操作や避難経路と場所の把握が困難であることを指摘している 36）。
このように各自治体の防災訓練は多種多様であり , その効果の検証も盛んに行われている
ものの , 全国で防災訓練の実施に関する格差 , 特に , 水道事業のみに着目して防災訓練の格
差を議論した研究は非常に少ない。図表 12 では水道事業における防災訓練に関する地域間
と地域内格差をタイル尺度により計測している。
34） 戸川・佐藤・今村［2018］, 493-498 頁。
35） 溝端 [2016]、937-940 頁。

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ある。特に , 地域間における防災訓練の格差は , 平成 21 年度の 0.255 から平成 30 年度の 0.604
へと非常に大きくなった。南海トラフや首都直下型地震 , あるいは東京オリンピック開催等
の理由で , 都市部の防災訓練が盛んになり , 都市と地方の地域間格差は拡大した。高野［2019］
は 2015 年東京都多摩地域にある 30 市町村を対象にして , 防災訓練での地域の防災関係機関





それに対して , 全体の格差は拡大しているものの , 都道府県のなかには地域内格差が縮小
している地域もある。たとえば , 福岡県は平成 21 年度最大の地域内格差 2.753 であったが ,





の策定 , あるいは災害時ケアプランの作成は , 災害時に想定されるリスクを考慮しながら ,
緊急時の初動体制を効率的にさせるものと考えられる。
基幹管路及び主要浄水場の耐震化だけでなく , 災害時において被害を局所化し影響を最小
限にとどめるためには , 配水区域のブロック化と同時に , 断水時に応急給水を迅速に実施す
るための応急給水先需要家の台帳化を行う必要がある。そのためには , 災害発生時の組織体
制や初動対応などをまとめた「災害対応マニュアル」の作成を行わなければならない。





37） 高野［2019］, 61-74 頁。
38） 松川・川見・辻岡・村野・立木［2019］, 279-286 頁。
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よう。項目別でタイル尺度を計測する場合 , 地域内格差とは異なり , 分析対象となる水道事


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































平成 21 年度では東京の有無に関係なく , タイル尺度は 1.5 程度であったが , 平成 31 年度





しく , 渇水対策にあまり影響を及ぼしていない。渇水対策の格差に影響を及ぼすのは , 主に
山間部にある水道事業体であるように思われる。山間部では主要配水池に緊急遮断弁を設















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































防災訓練の場合 , 危機管理マニュアルと異なり , 時系列で徐々に格差が拡大していく傾向




21 年度では東京の有無により地震の項目内格差は 1.477 から 1.170 までの変化に留まってい




さらに言えば , 項目間の格差は危機管理マニュアルに比べて大きいものの , それでも 0.178




て , 危機管理マニュアルの策定を行う , あるいは防災訓練を実施することで , 全体の格差は









る。したがって , 危機管理マニュアルの策定と防災訓練の実施には , 地域間 , あるいは地域
内の格差だけでなく , 各々の災害事象を想定した項目別でも格差が生じてしまう結果となる。
従来の研究では水道料金 , 水道のマンパワー , 水道インフラ , 水道財政等の格差を分析し
たものが多く , これらの格差は地理的環境 , あるいは財政的要因により左右されてしまう
ケースが多い。その一方で , 危機管理マニュアルの策定や防災訓練は , 過疎地域でもある程
度は必要不可欠であり , その格差は是正しなければならない。特に , 水道事業の危機管理マ
ニュアルの策定や防災訓練の実施は , 自治体の「地域防災計画」による危機管理に含んでし





本分析の結果は以下の通りである。①平成 21 年度以降 , 危機管理マニュアルの策定に関
するタイル尺度は明らかに小さくなっており , 平成 26 年度以降 , 地域間格差が縮小拡大の
変化を示している状況を考えると , タイル尺度の縮小は地域内格差の影響を受けている部分
が強いと考えられる。逆に , ②防災訓練に関するタイル尺度は時系列で徐々に大きくなって
おり , 特に , 地域間における防災訓練の格差は拡大した。もっとも , 防災訓練の地域内格差
は縮小している地域もあり , 広域化による事業体数が減少していることの影響を受けている
ものと思われる。
さらに , 危機管理マニュアルの策定や防災訓練の項目別格差について , 分析対象に東京を
含むケースと含まないケースとに分けてタイル尺度を計測してみた。③防災訓練について
は地震の項目内格差が東京有無の影響を大きく受けている。逆に , ④危機管理マニュアルの









としては , 最大規模となる浄水場及び配水池の更新だけでなく , 優先度の高い配水池から災
害拠点病院までの配水本管の耐震化も定めている。「水道ビジョン」は基幹管路の耐震化だ
けでなく , 停電対策の強化も含めて災害対策を網羅的にカバーしている。
 「水道ビジョン」の策定を行うことで , 施設の耐震化と併せ , 災害が発生した場合におい
ても迅速に対応ができるよう , 危機対応能力の強化を行うことが可能となる。危機管理マ
ニュアルの策定や災害を想定した訓練も「水道ビジョン」を踏まえて行われるケースが多
い。アセットマネジメントによる水道施設・管路の耐震診断 , 更新計画の策定 , 耐震管の採用 ,
水源地の自家発電施設の整備 , 給水袋の備蓄等も含めて , 様々なケースを想定した「水道ビ
ジョン」の策定が災害対策には極めて重要となる。特に , 都市部では人口が密集する以上 ,
隣接の水道事業体と共同で「水道ビジョン」を策定しながら , 統一的に危機管理マニュアル
の策定や防災訓練の実施を行うのが望ましい。
その一方で , 離島にある水道事業体は , 他都市から派遣される応援要員や資機材が到着す
るまで , かなりの時間を要することが想定されるにもかかわらず , マンパワーの不足により
十分な災害対策は行えないかもしれない。災害時に平常時の給水が困難となった場合でも ,
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飲料水の供給方法等の体制を確立する必要があるため , 応急給水拠点の整備も含めて ,「水
道ビジョン」に基づく計画的なインフラ整備も行う必要性があろう。ただ現実的には , 離島
















向上に向けて─」『農村計画学会誌』第 38 巻第 3 号。
首藤由紀・田中達也・田中諒介・吉田佳絵・村上遼［2015］「近年の防災・減災対策におけ










橋市を事例として─」『都市計画論文集』第 51 巻第 3 号。
戸川直希・佐藤翔輔・今村文彦［2018］「災害対応訓練の経験が実災害時の行動に及ぼす効
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97水道事業の危機管理に関する考察
A Study on the Emergency Management of
 Japanese Water Industry




Japanese water industry is suffering from financial difficulties owing to a sudden decrease 
in population. The Deterioration of Japanese water infrastructure has become a serious 
problem. Emergency management of Japanese water industry focused on the crisis-
management manual and disaster prevention drills is essential for people. But Various 
differences caused by labor shortage still remain on the crisis-management manual and 
disaster prevention drills of Japanese water industry.
This paper provides the analysis of various differences on the crisis-management manual 
and disaster prevention drills. The consolidation of water-supply business for the risk 
aversion of natural disaster has been rapidly progressed. Consequently, it has been resolved 
various differences caused by labor shortage and Emergency management of Japanese 
water industry continues to change. Therefore, it is necessary to estimate various differences 
on the crisis-management manual and disaster prevention drills from recent data.
This paper analysis a Theil index for verifying a gap of various crisis-management manual 
and disaster prevention drills from recent water statistics. From a point of view between 
regions and within area, the Theil index on the crisis-management manual of water-supply 
business has been reduced and the Theil index on the disaster prevention drills of water-
supply business has been expanded. Furthermore, from a point of view by item of the crisis-
management manual and disaster prevention drills, the Theil index on earthquake 
countermeasures was changed by presence or absence of Tokyo and the Theil index on 
drought countermeasures was not changed by presence or absence of Tokyo.
My finding derived from the analysis of a Theil index is that it is important to make water-
supply business project consolidated between water-supply business in Tokyo and 
neighboring water-supply business. We must contribute to improve Emergency management 
of Japanese water industry. Furthermore, the government should provide financial 
assistance to rural water-supply business.

